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国の責任による 「２０人学級」 を展望した少人数学級の前進、 教職員定数増、
教育無償化、教育条件の改善を！

１２０２４年度

　

すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求める全国署名ョ

請願趣旨

　

長引く物価高騰で貧困と格差はますます広がり、子どもたちの成長・発達、」心

身に深刻な影響を与えています。ＯＢＣＤ平均である２０人程度の学級に比べ、学
級規模は大きすぎます。 高等教育における私費負担割合もＯＥＣＤ平均の倍以上

です。子どもたちのいのちと健康を守り、学びを保障していくためには、教育の
無償化実現や２０人学級を展望した少人数学級のさらなる前進、 教職員の増員、
養護教諭や学校党栄養職員・栄養教諭等の配置拡充等のゆきとどいた教育条件整離篇
が必要です。

　

小・中学校、高校、特別支援学校で、教職員の未配置が泡きています。学校現
場では病気休暇や産前産後休暇、育児休業などのヂヤ鉢教職員が見つからない「教
育に穴があく」状況が数か月続くなど、いっそう深刻です。新年度の４月に教職

員が足りず、担任力酒己置できない学校は各地で出ています。教職員の負担軽減を
すすめるとともに、正規の教職員を増員することが求められています。あわせて、
私立高校等経常費助成補助の大幅増額し、私学でも専任の教職員を増員できる条
件整蔀与をすることが必要です。

　

高校や大学等での教育無償化を実現するためにも、高等学校等就学支援金制度
の拡充、給付奨学金制度のさらなる拡充など、国際人権Ａ規約１３条２項「無償

教育の漸進的導入」を具体化し、子どもたちが安心して学べる教育条件整備を前
進させるべきです。また、保護者の教育費の負担を軽減することが重要です。給
食無償化は、給食の安全性を保った上で実現できる予算確保が必要です。

　

日本の 「公財政教育支出の対ＧＤＰ比 （２０２０年）」 は２．９８％とＯＥＣＤ諸国の
中で最低です。 これをＯＥＣＤ諸国平均４．２８％まで引き上げれば、 小・中学校、
高校までさらなる少人数学級の前進、公立・私学ともに就学前から大学まで教育
無償化など、ゆきとどいた教育を保障する教育条件整備をすすめることが可能と
なります。

　

憲法と、 批准３０年を迎えた子どもの権利条約が生きて、 輝く学校づくりをす
すめるために、国の責任ですべての子どもにゆきとどいた教育を実現する教育条
件整備が行われるよう、 以下、 請願します。

ゆきとどいた教育をすすめる会
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＜陳情趣旨＞

　

今、 神奈川県立特別支援学校では教職員不足・末配置力爵架刻です。２０２４年５月

１日現在で、 全２９校で８２名（管理職を除く全教職員の２．７％）が末配置であるこ

とが発表されています。 ここ２年で３．８倍（２０２２年２１，４名 ２０２４年８２名）にな

っており、‐子どもたちの教育環境が急速に悪財ヒしています。小学校・中学校‘高等
学校と比較しても特別支援学校の未配置率は圧倒的に悪くなっています。

　

今年度から神奈川県は海老名市と共同して「フルインクルーシブ教育」の研究・

推進事業を始めました。障害のある人の可能な限りの発達を保障する「インクル

ーシブ教育」は国連の「障害者の権利条約」にもあるように重要な施策です。し
かし、インクル÷シブ教育を推進するためには、１クラスの人数を抜本的に少な

くし、 さまざまな職種の職員を多数配置するなどの教育条件・教育環境の整断青が

不可欠です。

　

「かながわ特別支援教育推進指針」に基づき、神奈川県では２校１部門の特別支

援学校の新設が計画されていますが、 その新設予定は２０２８年から２０３１年｛４～

７年ｉ狗 であり、特別支援学校に今いる子どもたちのためのものではありません。
設置基準が策定された．ものの、 その基準も幻既存校には適用されず、「当分の間な

お従前の例によることができる」とされてしまっているため、今いる子どもたち

は、特別教室を÷般教室に転用するなど、大半が設置基準を満たさない過大規模・
過密状態の環境におかれています。

　

障害者福祉施設においては、彩刻面高騰による経営資金難、人員確保不足などが

あり、 安定経営のため、 財政支援が必要です。
私たちは神奈川県の障害のある子どもたちにゆきとどいた教育と地域におけ

る社会福祉基盤の充実を進めるため、以下の項目が速やかに実現されることを陳

情します。

｛取り扱い団体） ゆきとどいた教育をすすめる神奈川県実行打委員会

ゆきとどいた障害児教育をすすめる神奈川県民の会
（麟 発

　　　　

〒２２１‐０８３５
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弾じＸ：０４５一４１２一５１６２

２０２４年度ゆきとどいた神奈川の障害児教育を求める陳情書

ＴＥＬ：０３‐５２１１－０１‐２３



１、神奈川県立特別支援学校の教職員不足を解消するための抜本的な施策を講じ

　

てください。

２、インクル÷シブ教育を可能にするため１クラスの人数を少なくし、 子どもた

　

ちのさまざまなニーズに対応するために小学校・中学校・高等学校・特別支援学

校で正規教職員を増員してください。

３、 教育費を大幅に増額し、 今いる子どもたちのために特弱ーＪ支援学校の過大規模・

過密状態を速やかに改善してください。

４、方娠課後等デイサービスや、 障害者支捌賑設、 日中活動系障害福祉サービス事

業所、 福祉ホーム、 グル÷プホーム等に対して、 安定した経営が行えるよう、
財政的な支援を充実させてください。

１．子どもたちのいのちと健康を守り、学尉瞥－」を保障するため、教育予算をＯＥＣＤ
諸国並みに計画的む魂喜やしてください。

２． 義務・高校標準法を改正し、国の責任で、中学校、高校での３５人以下学級を早期
に実現してください。 小学校も含めて少人数学級をさらに前進させてください。 自治
体独自の少人数学級が維持でき、欠員が生じないよう、十分な蜘髄員を確保してくだ
さい。幼稚園や特別支援学級・学校の学糸湖編制標準の引き下げをすすめてください。

３， 有期雇用ではなく、正規・専任の教機員を増員してください。
４‐ 教育費の保護者負担を軽減するとともに教育無償化をすすめてください。
（１）高校・大学等の学費無償化や高校生・大学生等｛の給付奨学≦飾り度の拡充をすす
めてください。

（２）私学経常費助成補助の増額と高等学校等就学支援金拡充で遇学費の公私間格差をな
くしてください。
（３）系鮒食無償化を実現し、

｛全王安心な給食を提溜共できるよう、目？副本への財政支援を
国の責任ですすめてください。

５．公立・私学ともに安全安心な環塾境のもとで学ぶことができるよう、 教育条件や施設
の改善をすすめてください。
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